
2022年度SDGs未来都市等提案書 (提案様式 1)

令和4年 2月 25日

平塚市長 落合 克宏

※ 押印は不要

提案全体のタイドル みんなでつなぐ、持続可能な未来ヘ

～子や孫へたしかな平塚を～

提案者 神奈川県平塚市

担当者 B連絡先

1



1.全体 計 画 (自治体全体でのSDGsの取組 )

1.1将来ビジョン

(1)地域の実態

(地域特性)

く地勢>
・本市は、首都 50キ ロ圏にあたる神奈川

県のほぼ中央南部に位置する商・工・農

業の均衡のとれた複合都市で、東京から

東海道本線を西下 し約 1時間のところ

に位置する。東方は、相模川をへだて茅

ヶ崎市 。寒川町に、北方は、厚木市・伊

勢原市・秦野市の各市に、西方は、中井

町 。二宮町・大磯町に隣接 している。

・市域は、相模平野の南部に位置 し、約 4キ ロメー トルの海岸線から西北に広がる扇

型をなしている。地形は、相模)||と 金 目川の下流域に発達 した平野とそれを取 り囲

む台地及び丘陵からなっている。背後に丹沢大山山麓を控え、富士箱根連山を遠望

する四季温和な気候に恵まれた住みよい土地である。

<本市のあゆみ>
・本市は、江戸時代に東海道五十二次の宿場町として栄え、明治年間の 1887年 (明

治 20年)に鉄道 (現在の 」R東海道線)が開通すると、平塚駅を中心に発展 してき

た。

・1932年 (昭和 7年)4月 1日 、横浜、川崎、横須賀に次いで、県下で四番 目に市と

なり、商工都市としての第一歩を踏み出した。

・第二次世界大戦で大きな被害を受けたが、戦後、焦土のな

かから再び復興へと力強く歩み始め、1954年 (昭和 29年 )

から 1957年 (昭和 32年)にかけて、1町 7村を合併 し、

現在の市域 となつた。その後、都市施設や市街地の整備が

進み、商工業の成長とともに住宅地としても発展し、2022

年 (令和 4年)4月 1日 に市制施行 90周年を迎える。   |_
多 くの市民の方から応募をいただき

決定 した市制施行 90周 年記念 ロゴマーク

<人 口動態>
・本市の人口は、製造業を中心とした産業の集積や大学の立地、土地の有効活用な

どにより増力日を続けてきたが、2010年 11月 の26万 863人をピークに減少傾向に転じ

ている。

・年齢 3区分別の推移をみると、年少人口 (15歳未満)は、緩やかに減少を続け、

生産年齢人口 (15～ 64歳)は、1995年をピークとして減少傾向に転 じている。
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・老年人口 (65歳以上)は、2002年に年少人口を上回つた。

・国立社会保障 。人口問題研究所の推計によれば、今後は加速度的に人口減少が進

み、2045年には約20万 9千人にまで減少するとされている。
。この国立社会保障 。人口問題研究所の推計を基に、本市独自で2065年までの人口

を推計すると、1970年以前と同じレベルの人口にあたる約16万 2千人 (2010年比

38%減)程度になると見込まれる。

― ‐ 一 総 人 ロ  ー ー 年 少 人 口  …
…

・ 生 産 年 齢 人 ロ  ー ←  老 年 人 口
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※確定人口:総務省「国勢調査」わ封ら作成

※将来推計人日 :国立社会保障・人日問題研究所 「日本の地域別将来推計人口 (平成 30(2018)年 推計)Jを基に、

本市において2045年 時点の出生・死亡・転入出などの仮定を2065年 まで延長して推計したもの

<産業構造>
・各産業の特化係数を求めると、「製造業」は、全国及び神奈サII県 と比較 して、男女

ともに1.0を超えている。
。「卸売業・小売業」や 「医療,福祉」は、1.0に近く、全国や神奈川県と似た産業

構成比となつている。
。「農業」は、特化係数が全国比で1.0を下回つているが、神奈サ|1県 との比較では男

女ともに1.5を超えてお り、県内では「農業」に特徴を持った産業構造であるとい

える。        .産 業別特化係数 (2015年 )
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現在の潮流であるデジタル化や脱炭素化の進展に合わせ、これまで トレー ドオフ

の関係にあった経済活動と環境保全を、本市の産業特性を踏まえた工業と農業の

変革を通 して、 トレー ドオンの関係を目指す必要がある。

(今後取り組む課題 )

Oデジタル化や脱炭素化などの社会的要請への対応

「特徴 日問題点」

・本市は、首都圏に位置してお り、各産業がバランスよく調和 しているまちであるが、

特に工業と農業は、高い生産力を有 している。

・工業では、旧海軍工廠跡地や相模川西岸に沿つて工業地域があり、化学工業、金属

製品製造業、輸送用機械器具製造業などの工場が立地している。特に、自動車関連

の工業地域としての特色をもつている。

・RESAS(地 域経済分析システム)に よると、本市の2019年の製造品出荷額等

の金額は1,247,550百万円で、全国で47位に位置づいている。従業員 4人以上の

事業所数は336、 その従業者数は21,325人 となつており、雇用面でも本市の基幹

産業であると言える。

・このような背景もあり、製造業が基幹産業となつている本市においては、二酸化

炭素排出量の産業部門における割合が他自治体と比較 して高くなつている。

・農業では、郊外に広がる平野部に水田地帯が広が り、周囲のなだらかな丘陵部に

は畑地が開かれてお り、これらの農地を基盤に稲作、露地野菜、施設園芸、畜産

など多種多様な農業が営まれている。特に米については、2015年の農林業センサ

スによると、神奈川県内一位の生産量 。生産面積を誇る。

・一方で、農業従事者の高齢化や減少が進み、耕作放棄地の発生などの課題が見受

けられる。

↓

・現在、世界的に脱炭素化が進む中、地球の未来を守る行動として、脱炭素化は社会

的に求められる取組 となつてお り、また、新型コロナウイルス感染症拡大による社

会の変容により、多様な分野でのデジタル化への取組が新たな課題として表出化 し

てきている。

↓

「課題・方向性」

・大企業に比べ中小企業や個人事業主が所有する設備については、老朽化が進んでお

り、環境負荷も高い傾向にあることから、今後、市内中小事業者等の脱炭素化及び

デジタル技術を活用 した取組を促進 し、新分野展開や業態転換などを通じた生産性

向上を図る必要がある。さらに、あらゆる地域資源を最大限活用 し、再生可能エネ

ルギーの導入 とこれに伴 う地域経済の成長を両立させる必要がある。

・また、生産者と消費者の距離が近い大都市近郊の立地を生かしながら、デジタル

技術を活用することで、農作業の効率化や省力化、経営の安定化を図り、担い手

の確保 と育成、地産地消の推進、消費者のニーズに応える生産支援などを通 し

て、農業の持続的な発展や農作物によるC02吸収効果など農業の有する多面的機能

を確保する。
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O市民総活躍社会の実現

「特徴・問題点」
。本市では、2006年に策定した平塚市自治基本条例に定めるまちづくりの担い手で

ある市民・議会・行政が、平塚市の自治を推進するために、互いにまちづくりに

関する情報を「共有」し、「参加」と「協働」による自治の基本ルールに則 り、市

民や市民活動団体が活発に活動 している。

・一例として、本市では、地域組織である自治会や地域包括ケアシステムの中で大

きな役割を担 う本市独自の地域福祉ボランティア組織である町内福祉村などの地

域住民が支え合い、市と暮 らしやすいまちをつくつていく地域活動が活発に展開

されるなど、支え合いの風土が根付いている。

・このほか、生活環境の変化や急速な高齢化に伴い、疾病に占める生活習慣病の割

合が増えてお り、健康と病気の間を連続的に変化する 「未病」の状態の市民が増

力日している中、2016年に健康づくり推進条例を制定し、早期からの生活習慣病の

予防に取 り組んでいる。

↓
。現在、少子高齢化に伴 う人口減少が進展する一方で、人生 100年時代に向かつ

ていく中、持続可能な成長を実現するためにも、市民一人一人の役割が大きくな

り、更なる活躍が期待されている。

↓

「課題 J方向性」
。SDGs達 成に向けて、更に多くの人がまちづくリヘ関わ り、持続可能なひらつ

かをつないでいくため、多様な人材が活躍する環境を整備するとともに、すべて

の市民が自分らしく活躍するために、病気になる手前の 「未病」の段階で改善す

る必要がある。

2022年度は、市制施行 90周年の節 目に当たるため、この機会を逃すことなく

SDGs未 来都市の認定を受け、SDGsの 理念を広めることで、これらの風土

を一層醸成 し、更なる市民の力、地域の力を活かしたまちづくりを進める、また

とない機会であると言える。
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(2)2030年のあるべき姿

【2030年のあるべき姿】

先人から引き継いだ豊かな自然や文化などを最大限に生かしながら、本市が抱え

る諸課題に対 して、AIや ICT、 ロボット等の先進技術を積極的に導入 し、新たな

価値を創造 しながら、日常生活における利便性の向上や地域経済の活性化に取 り組

むとともに、誰もが健康で活躍できる環境を整えることに加え、脱炭素社会の実現

を目指 した取組を進めることで、まちの持続可能性を高め、全ての市民が幸せに暮

らしている。

この2030年のあるべき姿の実現に向け、平塚市自治基本条例に掲げる 5つのまち

づくりの指針により、いつまでも市民が幸せに暮らすことので

きるまちを実現する。

平塚市自治基本条例 まちづくりの指針

1 世界の人々と相互理解を深め、多様な文化が共生し、人々が平和に共存

するまち

世界の人々との相互理解を深め、多様な文化や価値観の違いなどを認め合い、理解

し合 うことによつて「人々が平和に共存するまち」を目指す。

2 豊かな人間性と文化をはぐくみ、基本的人権を擁護するまち

豊かな人間性と文化をはぐくむことによつて「基本的人権」を尊重 し、擁護するま

ちを目指す。

3 互いに支え合い、誰もが安心して、安全に暮らすまち

互いに支え合い、福祉の充実したまちであるとともに、安心、安全が確保されて

いるまちを目指す。

4 自然環境と都市基盤が調和 し、自然と人が共生するまち

自然環境 と都市基盤が調和し、自然 と人の共生を図り、持続可能な社会として発展

するまちを目指す。

5 産業を培い、活力とにぎわいのあるまち

各産業がバランスよく展開されることにより、市民生活が向上し、人が集まり活気

が冷れるまちを目指す。
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(3)2030年のあるべき姿の実現に向けた優先的なゴール、ターゲット

ゴール 、

ターゲット番号

KPI(任意記載)

8 1 指標

現 在 2020年 (令和 2年度決算) 2030年 (令和 12年度決算)

■
2.4 指標

現在 (2020年度): 2030年度 :

(経済 )

人口減少社会がもたらす地域経済の縮小化の中で、持続的な経済成長を促進する

ため、地域において中核的な役割を果たす産業を中心に、先端技術の導入や生産性

の向上の取組を支援 し、地域経済の活性化を図る。

(社会 )

先進技術を積極的に活用 し、日常の生活の利便性の向上や早期からの健康増

進、地域とのつなが りの維持・向上を図るとともに、多様な人材の活躍の場の確

保に取 り組み、市民の暮らしの満足度を高め、住み続けたいまちを目指す。

ゴール 、

ターゲット番号

KPI(任意記載)

盟
田
田

3.4

11.1

17.17

指標

(現在 2018年度) 2030年度

田
11.3 指標

(現在 2018年度): 2030年度 :
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(環境)

再生可能エネルギーや高効率な省エネルギー機器等の積極的な導入促進など、

地球温暖化の防止を図るための対策に取り組むとともに、大量消費型の社会を循

環型社会に転換していくため、Refuse(リ フューズ、不要なものを断る)、

Reduce(リ デュース、必要なもの、断れないものを減らす)、 Reuse(リ ユース、

繰り返し使 う)、 Recycle(リ サイクル、資源化する)、 Renewable(リ ニューア

ブル、再生可能資源に切り替える)の 5Rの定着 。実践や食品ロスの削減などを

進め、脱炭素社会の実現と循環型社会の形成を目指す。

ゴール 、

ターゲット番号

KPI(任意記載 )

指標 :7.2

7.3

12.8

()

現在 (2018年度): 2026年爆篭

指標12.3

12.5

12.8

現在 (2019年度) 2030年爆筆

7::苫 _・そここ

121■ ::|

∞
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1.2自 治体SDGsの推進に資する取組

|

|

|

|

(1)自 治体SDGsの推進に資する取組

ゴール 、

ターグット番号

KPI(任意記載)

指標 :8.2

現在 (2020年度) 2024年度 :

■
指標8.3

現在 (2020年度 ) 2024年度

指標 :

阻
2.3

現在 (2020年度):

―

2024年度

① 産業の振興としごとづくり

口次世代の産業の担い手となる起業家の育成支援

次世代の産業の担い手となる起業家の育成のため、起業関連情報提供や事業計画

の作成支援、起業資金の相談、専門家派遣等の支援を行つている。また、起業後に

ついても経営課題の解決を支援するため、専門家が相談に対応 している。今後も引

き続き、起業家の育成を支援 していくとともに、新たに女性の創業や副業、就労等

を促進するためのセミナーを開催する。

色企業、団体、個人事業者のネットワーク化による産業間連携の促進

産業界、関係機関等から構成する産業活性化会議により、本市の産業間の連携に

向けた環境整備を推進 している。また、新商品の開発や新事業の創出に向けた専門

家派遣や開発費補助等により事業者を支援 している。今後も引き続き、産業間連携

の促進を図つていく。                  ィ

・地域経済キャッシュレス化の推進

「新 しい生活様式」に姑応 したキャッシュレス化を推進

するため、スマー トフォンを活用 したプレミアムポイ

ン トを発行 し、事業者や市民へのキャッシュレス決済に係

る普及啓発を行いつつ、コロナ禍における消費喚起を図

り、市内経済の活性化を後押ししている。今後は、当該取

組により蓄積 されたビングデ~夕 の活用や持続可能なポイ

ン ト制度の構築について検討 していく。
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ゴ ー‐ァレ、

ターゲット番号

KPI(任意記載)

指標3.4

現在 (2020年 12月 ): 2024年 :

日市内事業者のEC化の促進

専門家の派遣やECサイ ト構築に係る経費に対する補助を通じて、市内事業者の

ECサイ ト構築を促進 し、売上の維持 。向上を図つていく。

H都市農業への理解促進と地産地消の推進

農業の体験イベン トや地元農産物の直売会を通して農業への理解促進を図ると

ともに、SNSを使った情報発信を進める。また、地元の農産物や農産物加工品

の地域での消費を促進するとともに、新たな販路の開拓を進め、農業者の所得向

上を図つていく。

② 地域資源やデジタル技術を活用した健康づくり

口民間企業と連携 した成果報酬型健康教室の推進

「40歳からの健康長寿」を目指 して、

‐ に成果報酬型の委託をし、「「からだ」改善計画 働

く世代のメタボ予防教室」を実施することで、市民の健

康づくりを推進 していく。

Bごみ焼却に伴い発生する熱エネルギーを活用 した健康 日福祉の増進

余熱利用施設
*に

おいて、身体機能の回復、健康相談、教養及びレクリエーション

等の活動の機会を提供するなど、施設利用者の健康の増進と福祉の向上を図る。

*余熱利用施設

環境事業センターのごみ焼却に伴い発生する熱エネルギーを、健康増進機能と

福社会館機能の 2つの機能を有する複合施設 として有効活用する施設

。データ分析に基づく健康事業の実施

保健事業と介護予防の一体的な実施を推進 し、健康寿命を延伸するため、KDB
(国保データベース)システム等を活用 したデータ分析から健康課題の整理、分析

を実施 していく。

3∴ :常 I

ギ守
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ゴール 、

ターゲット番号

KPI(任意記載)

指標8.5

現在 (2020年 4月 ): 2023年度 :

指標17.17

現在 (2020年度)

‐

2023年握霊

指標10.2

現在 (2020年度) 2024年度

指標

И
■

10.2

8.5

現在 (2020年度): 2023年度

③ 多様な人材が活躍できる環境づくり

。「平塚市イクボス宣言企業登録制度」によるワーク ロライフロパランスや女性活躍

の推進と働きやすい環境づくりを進める企業に対する支援

平塚市イクボスプロジェクトの一つとして、働きつづけながら子育てや介護を行

つたり、趣味の時間を充実できるよう、従業員のワーク・ライフ。バランスを実現

するために、『男女がともに働きやすい環境づくり』や『子育て、介護を行う従業

員への支援』などに積極的に取り組んでいる企業・事業所を

登録・発信する「平塚市イクボス宣言企業登録制度」を推進

していく。また、男女がともに仕事と家庭生活を両立できる

環境づくりを進める企業に対して支援していく。 平 憲 市

Bパー トナーシップ宣誓制度による性的マイノリティや事実婚のカップルなどの支援

平塚市パー トナーシップ宣誓制度を導入 し、性的マイノリティをはじめとして

様々な事情を抱えて生きづらさを感 じている方々に寄 り添い、自分らしく生きるこ

とができるよう支援 していく。

口子どもの未来支援に関する取組の推進

子どもの将来がその生まれ育った環境により左右されることがないよう、貧困の

連鎖を断つために、子どもの居場所づくりをはじめ、宅食を通 した見守 りや生活困

窮世帯の中学生の学習支援等を推進 し、すべての子どもが将来に向けて夢や希望を

持つことのできるよう、かけがえのないひとりの存在 として支援していく。

11



|

日公民館でのESDの 視点による地域教育活動の推進

地区公民館において 「地域に根差した持続可能な開発のための教育 (ESD)パ
イロットプロジェク ト」を実施 し、全ての学習事業において、ESDの 視点を取り

込んだ特色ある事業を地域に展開することで、地域の持続可能性をより強く意識し

た地域教育活動を推進 していくとともに、地域の絆を育んでいく。

・地域向け交流 口情報提供サービス「ちいき情報局」の充実
パソコンやスマー トフォンを利用 して、日常的

に平塚市内の地域の情報を見ることができる地域

向けの交流 。情報提供サービスにより、コミュニ

ティの活性化を図るとともに、地域の各種団体の

連携を強化するためのホームページを運営 し、利

用者や開設団体の拡充に向けて、支援を進めてい

る。住まいの地域の情報を入手できるほか、市内

の各地域で行われている防犯、防災、子育て等の

取組事例を自分たちの地域の参考にすることがで

きるため、好事例を横展開することが可能である。

・デジタルデバイ ド (情報格差)対策の推進

スマー トフォンなどのデジタル機器の操作に不慣れな市民が、デジタル社会に取

り残されないようにするため、機器に触れ、基本的な操作方法を知るとともに、デ

ジタル技術の便利さを体験できる基礎講座を開催する。

ロインクルーシブ遊具の整備

本市の市民満足度 No。 1の総合公園は市民のオアシスであり、スポーンをはじめ

様々なイベン トが行われ、子どもから大人まで楽しめる公園である。この公園内

にインクルーシブ遊具を設置 し、次世代を担 う子どもたちに障がい児 と健常児が

一緒に遊べる場を提供 していく。あらゆる個性や背景を持つ子 どもたちが一緒に

なって遊ぶことで、幼少期から多様性入の相互理解を深めていく。

日障がい者ワークステーシ室ン事業 (ワ ークステーションひらつか「夢のタネ」)に
よる就労支援
「障がいのある人もない人も、ともにいき

いきと生活するまちづくり」を目指 し、支援

員の指導の下で、障がい者スタッフが市役所

各課及び市内小中学校に潜在する軽易な事

務作業に取 り組んでいる。知的障がい者等

が市役所で働 くことにより、仕事のスキル

や社会性を身に付け、一般就労へのステッ

プアップをするための支援をしている。

嘲』中鹸柳［一
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ゴール 、

ターゲット番号

KPI(任意記載)

指標 :7.3

現在 (2020年度) 2024年度 :

指標7.3

現在 (2020年度) 2024年度

④ 環境にやさしいまちづくり

L環境共生モデル住宅普及パー トナーとの連携によるZEHの 普及促進

ZEHビ ルダーと連携することにより、市民へのZEHの 認知度の向上を図 り、

より多くの市民にZEHの建築を選択 してもらうことを目指す。また、実際にパー

トナー事業者の所有するZEHモ デルハウスヘ宿泊できる体験会を実施 し、ZEH
の性能を体感 してもらうイベン トを実施するとともに、ZEH導入に向けた補助等

により普及促進を図る。

J路線バスにおける電気バスや事業用電気自動車の導入促進

電気バスは、既存のディーゼルバスに比べ環境調和性が高いにもかかわらず、充

電設備の設置が必要になるなど、導入初期のコス ト負担が大きいことや、充電時間

を考慮 した運用が必要になるなど、導入に係るハー ドアレが高い状況にある。そこ

で、環境負荷の低い路線バスの運行を実現するため、市内を運行する路線バス事業

者に対 して、補助等で支援することでコス ト面での負担を軽減し、電気バスの導入

促進を図る。

また、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた市内中小企業等に対 し、事業用

電気自動車等の導入に係る経費の一部を補助することで、事業の継続・拡大を支援

していくとともに、脱炭素社会の実現に向けた経営の取組を支援 していく。

・商店街共同施設の LED化等に係る補助の拡充

商店会が管理する街路灯のLED化 に係る施設改修等に関する経費や、LED街
路灯等の電気料に封する補助を拡充することで、商店会の脱炭素社会の実現に向け

た取組を促進 していく。

コ市民団体等との協働による生物多様性の保全

生物多様性の保全 。活用を推進するため、市民団体等で構成された 「ひらつか生

物多様性推進協議会」との協働で現状の市内の自然環境を調査、分析、評価 した平

塚市自然環境評価書を作成 した。その評価書を基礎資料 として、生物多様性の保全

や活用するための平塚市生物多様性保全アクションプラン (仮称)の策定を進め、

アクションプラン策定後は、プランに基づき、保全活動を推進 していく。
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(2)情報発信

(域内向け)

1.平塚市Webペ ージ、広報誌、SNS等 の活用

市ページにSDGs専 用のページを開設 し、SDGsに 関する取組やイベン ト情

報等を掲載 している。また、市民向けのSDGsに 関するイベント実施時には、広

報ひらつかによる全戸への周知とともに、市内約 70か所に設置している広報板に

ポスターを掲示することで、全市民に周知 した。

さらに、消費者関連情報をSNSで 発信 しており、

エシカル消費に関する情報も発信 している。

平塚市消費生活センターのマスコットキャラクター

「もちつけおじさんJ

2.各種イベン ト等での周知

2019年 11月 に平塚商工会議所青年部と連携 して、市庁舎でSDGsに 関するイ

ベン トを開催 した。 SDGsに 関するカー ドゲームや神奈川県の担当理事による講

演会、地元商品や飲食物の販売を通 じて、食品ロスなどSDGsを 身近に感 じられ

るブースの出店などにより、多くの市内外からの来場者にSDGsを 知つてもらう

ことができた。

また、毎年実施 している消費生活展や親子消費者教室に

おいてSDGsの 普及啓発を実施するほか、図書館ではS

DGsの 課題を解決するために必要な関連図書の展示・紹

介などを積極的に実施 している。

今後、SDGsに 積極的に取 り組む神奈)|1県 と連携 し、

SDGsを テーマに地域フォーラムを開催するなど、市民

のSDGs認 知度向上だけでなく、SDGsの 実践の促進

に向けた取組を検討 していきたい。

中央図書館の SDG s

関連コーナー

″.報咽 |

|.聰露 ¬ 園 貯 |

I留
囲・

岬 籍

韓

離
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3.市職員を対象とした研修

職員一人ひとりがSDGsへ の理解を深め、SDGsの 考え方をもつて様々な関

係者 と協力・連携 していくことを目的に、市内在住の公認ファシリテーターを招い

て研修を実施するとともに、若手職員向けの総合計画の研修においてもSDGsの
内容を取 り入れるなど、機会を捉えて職員を姑象に研修を実施 している。

(域外向け(国内))

1.地方創生SDGs官 民連携プラットフォームを通 じた情報発信

地方創生 SDGs官 民連携プラットフォームの

官民連携で取 り組む事例募集を活用 し、本市の特徴

的な取組である「産学公による波力発電の研究開発

等を通 じた新産業創出と地球温暖化対策」につい

て、多くの民間企業や 自治体等に情報発信 してい

る。

(海外向け)

1.姉妹都市と連携 した情報発信

本市は、アメリカ合衆国カンザス州のローレンス市と平成 2年に姉妹都市を提携

し、これまでに多くの市民及び青少年が相互訪問している。

多文化共生社会の実現に向けて、姉妹都市との交流を通 じて相互理解が推進され

るとともに、広い視野を持つ人材が育成され国際交流の推進につながることから、

国内外に広く本市のSDGsの 取組を発信 していく。
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2.リ トアニア共和国と連携 した情報発信

東京 2020オ リンピック・パラリンピック競技大会を契機に、神奈川県と共同でリ

トアニア共和国のホス トタウン・共生社会ホス トタウンに登録され、交流を推進 し

てきた。大会終了後もリトアニア共和国との交流を推進 していくことから、関係機

関、関係 自治体に向けて本市のSDGsの 取組を発信することが可能である。

(3)全体計画の普及展開性

(他の地域への普及展開性)

人口減少による担い手不足や市民の健康増進、脱炭素社会への対応などは、全国

の多くの自治体が抱えている課題であると考えている。全体計画における「民間企

業と連携 した成果報酬型健康教室の推進」や 「環境共生モデル住宅普及パー トナー

との連携によるZEHの 普及促進」などは、本市独自の取組であるが、ステークホ

ルダーとの連携や地域に存在 している資源を有効活用することで、他市町村でも実

行できる取組 と考える。

したがって、全体計画で示 した取組のステークホルダーとの連携や地域資源の活

用方法は、他地域が課題解決のための参考になると考えられ、他市町村への普及展

開性は高いと考えられる。

16



1.3推進体制

(1)各種計画への反映

1.平塚市総合計画 (改訂基本計画)

本市の最上位計画である総合計画の重点施策は、「地方版総合戦略」に相当する

施策として位置付けている。このことから、同じ地方創生を目指す施策として、

2020年度から2023年度までを計画期間とする平塚市総合計画～ひらつか NEXT～

改訂基本計画の重点施策に対して、SDGsの 各 目標 との関連を整理 し、総合計

画の実現とSDGsの 達成に向けて、一体的に施策を推進 している。

2.その他の計画

。平塚市環境基本計画 (2017年～2026年 )

・第 2期平塚市教育振興基本計画～奏プランⅡ～

。平塚市産業振興計画 2024

・平塚市下水道事業経営戦略

・平塚市高齢者福祉計画 (介護保険事業計画 [第 8期 ]) な ど

今後策定・改定を予定している個別計画についても、各施策 とSDGsの 各 目

標 との関連の整理や SDGsの 理念を意識 して計画を推進することなどを示 して

いく予定である。

3.予算編成方針への反映

本市では、将来に渡つて持続可能なまちづくりを実現するため、予算編成の基

本方針において、施策の検討に当たつては、SDGsを 意識 し、持続可能性や分

野間の相乗効果など多面的な視点から捉えることとしている。

17



(2)行政体内部の執行体制

本市では、理事者 と部長級職員が特定の政策課題に対 して、議論する場を設け、

この場を活用 して考える風土を醸成することで、政策形成に活かしている。多くの

政策課題がある中で、2021年度から「SDGs未 来都市」をテーマに選び、持続可

能なまちづくりを進めるため、議論を重ねてきていることから、SDGs未 来都市

選定後は、この体制を拡充し、必要に応 じて、検討部会として、経済・環境 。社会

部会を設け、より具体な取組の議論を進めることで、総合計画実施計画に反映して

いく。

(役割 )

・市が取 り組むべき課題の共有

理事者

・課題解決I辞 申けた方向性を議論

・SDGs特進のマネジメント
・トップマ4ジメントの強化と

議論する (考える)風土の醸成

各部局長

(課長、担当長)

L

議論を傍聴

経済部会 環境部会 社会部会

理事者との議論の場

方向性の提示

検討部会

具体策の報告

(3)ステークホルダーとの連携

1.域内外の主体
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2.国内の自治体

口地方創生SDGs官 民連携プラットフオームヘの参画

本市も参画 している地方創生 SDGs官 民連携プラットフォームのマッチングイ

がン トヘの参加やマッチングリクエス トシー トの提出を通じて、様々な企業・団

体、他自治体等との連携を図つており、引き続き、本プラットフォームを活用 して

いく。

日神奈川県や県内市町村との連携

SDGs未 来都市である神奈川県が主催 となり開催されたSDGs全 国フォーラ

ム 2019で採択された「SDGs日 本モデル」宣言は、地方自治体が地方創生や

SDGs達 成に向けて、自治体を含む多様な主体とのさらなる連携を通 じて、社会

課題解決を図つていくことを宣言 している。本市もこの趣旨に賛同し、SDGsの

推進に取り組んでいる。

田 盈雲EE日 阻■□□■薦□圏日睡□■ エ

「SDGs日本モデザレ」宣喜
い贈0白れいけ、大口驚

".BB●
lVttt:転 ●わ

"BOBttt掃
,■儀専e峰うくつinけ て,

盛●.H“ ,機 ■■四働.は 震尊tとのtttHatBけ 、臓▲Ors。Oat,ルォet'に 毎はし,,`

● 盤 Ettt離 魁 牌 瑠 理 穐
"嗜

に轟力とB'et日れし
"

0粋 霧 解 路 霞 lК慈螂 も皓
"ユ

i

Ogこ と霞 繋 鴛 岳召:騨 .婢

Hや ジエガ ~褥¢Я4毎 rにおつi

本市は、2021年 11月 に神奈川県が発行する「神奈)「 1県第2回5年公募公債」 (グ リ

ーンボンド
*)へ

投資した。本債券 (グ リーンボン ド)の調達資金は、気候変動によ

つて発生する水害への神奈)|1県の具体的な適応策である「神奈川県水防災戦略」に

位置づけられた取組に対する新たな事業資金として充当されている。本市では、S

DGsの 達成に向けた取組のひとつとして、本債券への投資を実施することによつ

て、神奈川県の取組の達成にも貢献していく。

神奈川県は、国内においてSDGs推 進の先頭を走る自治体であり、今後も神奈

川県との連携を強化することにより、県とともにSDGsを 推進するとともに、県

内市町村との連携を模索していく。

*グ リーンボン ド

地球温暖化対策や気候変動への対応など、環境改善のための事業に要する資金を

調達するために発行する債券のこと
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3.海外の主体

ロアメリカ合衆国カンザス州ローレンス市

本市は、アメリカ合衆国カンザス州ローレンス市と平成 2年に姉妹者る市を提携

し、これまでに多くの市民及び青少年が相互訪問している。多文化共生社会の実現

に向けて、姉妹都市との交流を通じて相互理解が推進されるとともに、広い視野を

持つ人材の育成を図りながら国際交流事業を実施 していく。

ロリトアニア共和国

東京 2020オ リンピック・パラリンピック競技大会を契機に、神奈川県と共同で

リトアニア共和国のホス トタウン・共生社会ホス トタウンに登録され、交流を推進

してきた。大会終了後もリトアニア共和国の都市との交流を推進 していく。

(4)自律的好循環の形成へ向けた制度の構築等

日(仮称)平塚市SDGs推 進団体登録制度の構築

SDGs達成に向けて、モデル事業を推進するエンジンとして、かつ、統合的取

組の持続可能性 。実現可能性を高めるため、マッチング機能を持つたプラットフォ

ーム (仮称)平塚市 SDGs推 進団体登録制度を構築する。当該制度に登録された

企業・団体などとSDGsの 普及啓発に取 り組むとともに、それぞれの資源や知見

を活かし、お互いがWIN― WINと なるよう登録団体と本市、または、登録団体

間で連携 。協力して、地域課題の解決に取 り組む。

口平塚市イクボス宣言企業登録制度の推進

従業員のワーク・ライフ・バランスを実現するために、『男女がともに働きやす

い環境づくり』や『子育て、介護を行う従業員⌒の支援』などに積極的に取り組ん

でいる企業・事業所を登録 。発信している。さらに、登録企業に対しては、企業立

地に関する施設整備助成金や市の融資を使用した際の信用保証料補助限度額の引き

上げ、入本Lでのインセンティブを付与している。

口神奈川県との連携

SDGsの 推進に貢献する事業を展開している企業 。団体等の取組事例を神奈川

県が募集 。登録・発信 しており、本市もこの制度に登録 された市内企業等を市HP
で広 く周知 していく。
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2.目治体SDGsモデル事業 (構に注力する売導的取組)

2.1 自治体SDGsモデル事業での取組提案

(1)課題日日標設定と取組の概要

(自 治体SDGsモデル事業名)

知的対流を活用 した脱炭素化 。デジタル化推進プロジェク ト

(課題・目標設定 )

「現状 H課題」
。本市は歴史的にも工業を中心に発展 してきたまちであり、2019年の製造品出荷額等

は、全国で47位 となつている一方で、首都圏に位置 しながら、神奈川県内一位の米

の生産量・生産面積を誇る水田地帯を有している。

・しかしながら、少子化 。高齢化の進展による生産年齢人口の減少に伴い、生産性の

向上が求められてお り、また、農業においては、担い手不足に伴 う耕作放棄地の発

生が見受けられる。さらに、製造業が基幹産業となっている本市においては、二酸

化炭素排出量の産業部門における割合が他 自治体と比較 して高くなつてお り、市内

企業の脱炭素化に向けた取組を促進する必要がある。

「特徴 口強み」

・本市はこれまで、波の力を利用 した 「波力発電関連分野」での新産業創出と地域

活性化を図るため、 と連携 して、市内企業を含む様々な

企業や団体が参画する「平塚海洋エネルギー研究会」を主宰 し、本市をフィール

ドとした実証実験や研究開発を行つてきた。2021年には同研究会の一部の企業ら

で、波力発電の実用化に向けた新会社を設立し、今後全国への普及を目指してい

る。また、これらの取組の中で得 られた知の集積により、新たな研究開発も生ま

れてお り、実証実験を重ね既に商用化を達成 した取組も出てきている。

・ さらに、本市は2006年に策定した自治基本条例に定める自治の基本ルールに則

り、市民や市民活動団体が活発に活動してお り、特に、2022年度は、市制施行90

周年の節目に当たることから、市制施行90周年事業を通 してSDGsの 理念を広

めることで、自治会や町内福祉村等の住民主体の地域活動が活発に展開される風

土を一層醸成できる絶好の機会となつている。

「目標」
。こうして築き上げてきたネットワーク機能や知見を活用することで、民間の力を

含めた市民総活躍により、多様な担い手が連携 して課題解決に取 り組む知的対流

を巻き起こす。

・現在の潮流であるデジタル化や脱炭素化の進展に合わせ、これまで トレー ドオフ

の関係にあつた経済活動と環境保全について、本市の産業特性を踏まえた工業と

農業の変革を通 して、 トレー ドオンの関係に転換させることを目指 し、次のゴー

ル・ターゲットを設定する。
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ゴーッレ2
ゴーッレ7
ゴー小ル 9
ゴール 13

ターグット2.4

夕~グ ント7.2、 7.3
ターグット9,4、 9,5

ターグット13.2、 13.3

ゴール 4 ターゲット4.7
ゴール 8 ターグット8,6、 8.8
ゴール 12 ターグット12,2、 12,3、 12.5、 12.8
ゴール 17 ターグット17.17

阻団 И田田□□
(取組概要)※ 150文字

経済・環境・社会分野の課題を解決するために、主に脱炭素化やデジタル化に向

けた各種事業を展開するとともに、統合的取組である知的尉流を推進することで、

事業の相乗効果を生み出し、工業と農業の変革を通 して、これまで トレー ドオフの

関係にあつた経済活動と環境保全を、 トレー ドオンの関係に転換する。

(2)三側面の取組

① 経済面の取組

①-1 カーボンニュー トラル技術の実証

・平塚海洋エネルギー研究会で取り組んできた波力発電の技術開発を進めるととも

に、波力発電との組み合わせを想定した電池推進船の漁業利用や、発電所を活用

したブルーカーボンの実証など、産業利用に向けたカーボンニュー トラル技術の

知識集約を図る。

①-2 就職困難者に対する正規雇用の促進

・障がい者や就職氷河期世代、高齢者、ひとり親家庭などのいわゆる就職困難者の

市民を正規雇用した市内中小企業等に対して、経費の一部を補助することで、多

様な市民の活躍につなげる。

ゴール 、

ターゲット番号

KPI

9.4

9.5

指標

現在 (2020年度):

■

2024年度 :

И
田

8.2

9.4

指標

現在 (2020年度) 2024年度 :
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①-3 中小企業等の脱炭素経営の促進
。中小企業等の脱炭素化の促進及び生産性の向上を図るため、導入設備の一部経費

を補助するとともに、導入設備の取得に融資を利用した際の利子、保証料の一部

を補助していく。

①-4 中小企業等へのデジタル化支援

・生産性向上 。効率化につながる ITツールやシステム導入に関する経費の補助

や、 ITコーディネーター派遣による助言等の支援により、中小企業等のデジタ

ル化を促進 していく。

(事業費)

3年間 (2022～2024年)総額

② 社会面の取組

②-1 障がい者のテレワークによる就労機会の創出

と障がい者のテレワーク推進に関する連携協定を 2021年 9月 に締

結 した。今後は、この協定のもと、障がい者のテレワークによる就労機会創出や

テレワークヘの理解促進、テレワークを通 じた共生社会の実現に関することにつ

いて連携 して取 り組み、障がい者がその能力や個性を発揮でき、自らの意思によ

り地域で自立した生活を送れる社会を目指す。

②-2 ひきこもりの若者に対する農作業への支援

・働きたい意志を持ちながら働きづらさを抱えるひきこもりの若者に農業体験に参

加する機会を提供し、自立を促す社会参加の場を確保するとともに、適性に応じ

て地域の稲作を担うライスセンター等での就農を支援しながら、新たに若者を呼

び込むためにライスセンターの年間を通した営業体制の構築を目指す。

円

ゴー ル 、

ターゲット番号

KPI

盟
■

8. 5

10.2

指標

現在 (2020年度): 2024年度 :

8.6 指標

現在 (2020年度): 2024年度
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②-3 NPO法 こよる食品ロス対策の推進を通 じた貧困問題

解決に向けた支援

・未利用食品の提供を受けて、食料を必要としている人や施設へ無料で提供 してい

るNPO法 人        との協働事業により、食品提供事業者が税制上の

優遇措置を受けるために必要な情報等を出力できるWEBシ ステムを全国で初め

て構築した。

。今後も、フー ドドライブの推進や食品関連事業者とNPO法
とのマッチングなど、フー ドバンク活動の支援を行 うことで、食品ロス対策の推

進を通じて貧困問題の解決に貢献するとともに、2022年度で協働事業が終了する

ことから、2023年度以降の協働事業に向け、新たな課題・事業内容について、N
PO との協議を進めていく。

(事業費)

3年間 (2022～ 2024年)総額 :‐ 千円

③ 環境面の取組

ゴール 、

ターゲット番号

KPI

7.2

12.2

指標

現在 (2020年度) 2024年度 :

団
圏

4.

13.

7

3

指標

現在 (2020年度): 2024年度

田
□

12.2

12.5

12.8

13.3

指標

現在 (2020年度) 2024年度
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③-1 電力の地産地消の推進や再生可能エネルギーの導入促進

・環境事業センターのごみ焼却に伴い発生する平塚市産のエネルギー (廃棄物発

電)を公共施設等に供給することで、温室効果ガスの排出削減を行 うとともに、

環境教育を通じて、乗境問題を啓発 していく。

。また、環境事業センターで生じる廃棄物発電の有効利用の調査を行い、電力をさ

らに地域で利活用することによる脱炭素化、災害時のレジリエンス強化を図るス

キームを構築していく。

・さらに、公共施設に太陽光発電設備を導入するための調査 。検討を進め、導入可能

な施設から随時整備 していく。

③-2 学校版 I S 014001「わかば環境 ISO」 の実践

・園児、児童、生徒及び教職員等が自分と身近な人々、自分を取り巻く社会及び自

然とのかかわりに関心をもち、環境の大切さを知るとともに自らの生活を振り返

ることで、環境保全に対し前向きに取り組む態度を育むことを目指し、「わかば環

境 ISO」 を実践していく。

③-3 地元企業と連携したクールチョイスの推進

■地元企業 と連携 し、ひらつかEV推進アクションや

ライ トダウンキャンペーンなどの取組や、地球温暖化

対策に資するあらゆる「賢い選択」を促す国民運動で

あるクールチョイスの普及を本市独 自の取組である市

民行動プラン「ひらつかC02C02(コ ンコツ)プラ

ン」と融合 して、推進 していく。

③-4ツ インシティ大神地区における環境共生都市づくり
半

・本市は、市内北部のツインシティ大神地区 (68.8ha)を 、平塚市総合計画や平塚

市都市マスタープランにおいて、本市の「北の核」と位置付け、新たなまちづく

りを進めている。環境に配慮し、周辺道路交通網である圏央道や新東名高速道路

の整備効果も活かした、新たな産業の創出や魅力ある施設の誘致によつて、居住

人日の増力日や広域的な交流連携、雇用の創出等により、平塚市全体への経済活動

の波及が期待できる。

。また、地区内で省エネ効果の高い住宅であるZEHの 導入や蓄電装置を併設する

住宅に支援 し、広くその効果を周知することによつて、市域全体へのZEHの 普

及を促進する。
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*ツインシティ大神地区における環境共生都市づくり

東海道新幹線新駅を誘致している寒川町倉見地区と、相模川を挟んだ平塚市大神

地区とを新たな道路橋で結び、川の東西両地区が一体となつた環境共生都市を形

成することを目的としている。

(事業費)

3年間 (2022～2024年)総額 円
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(3)三側面をつなぐ統合的取組

(3-1)統合的取組の事業名(自 治体SDGs補助金対象事業)

(統合的取組の事業名 )

・知的対流の推進

・市制施行 90周年事業  「平塚版 SDGs自 分ごと化プロジェク ト」

(取組概要)※ 150文字

・波力発電の研究開発などを通 して築き上げてきたネットワーク機能や知見を活用

し、様々な人が知恵を出し合い、多様な担い手が連携 して産業のデジタル化や脱

炭素化などの課題解決に取 り組む 「知的対流」を推進するとともに、市制施行

90周年事業 「SDGs自 分ごと化プロジェク ト」を通 して、市民の行動変容や

新たな担い手の発掘を促 し、更なる多様な人材の参画を図る。

(事業費)

3年間 (2022～2024年)総額 ‐ 千円
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(統合的取組による全体最適化の概要及びその過程における工夫)

。本市がこれまで実践してきた産学公の連携や地方創生推進交付金・企業版ふるさと

納税を活用 した取組などをモデルケースとして、様々な人が連携 して知恵を出し合

い課題解決に取 り組む知的対流を推進することで、ステークホルダーとの連携や三

側面の取組等への参画を促 し、三側面の分野間の相乗効果が発揮される。

・また、市民や市内企業などが参加 し、平塚版のSDGs動 画を作成 し、市が実施

するイベントや、市内公共施設や企業、SNS等 で広く発信することで、市民や

企業、団体等のSDGs達 成に向けた行動への機運を高める。

・ さらに、知的対流の創出や知的対流による活動・効果の持続可能性・実現可能性

を高めるため、プラットフォームとなる (仮称)平塚市 SDGs推 進団体登録制

度を構築 し、課題解決に当たつて登録者同士がWIN― WINの 関係になるよう

にマッチング、必要に応 じてコーディネー トするとともに、「平塚版 SDGs自 分

ごと化プロジェク ト」によつて高まった機運を活かして、登録者の増加を図る。

(3-2)三側面をつなぐ統合的取組による相乗効果等(新たに創出される価値)

(3-2-1)経済⇔環境

(経済→環境 )

KPI(環境面における相乗効果等)

指標

現在 (2018年度 ) 2026年度

。中小企業等の脱炭素に資する設備導入に対する支援を通して、C02削 減や再生可

能エネルギー導入など中小企業等に環境意識への啓発や生産性向上を図ることで、

脱炭素経営促進や経営力の向上につなげる。

・さらに、統合的取組である知的対流の推進の一つとして取 り組む波力発電関連分野

での「電池推進船の漁業利用の実証実験」などによつて、脱炭素に関連 した新しい

仕事が創出されるとともに、新 しい技術が仕事の中で生かされ、相乗効果として、

漁業を始めとした各産業において脱炭素化の進展が期待される。
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(環境→経済 )

KPI(経済面における相乗効果等)

指標

現在 (2020年度) 2024年度 :

・ツインシティ大ネ申地区における企業

に対 して、太陽光パネルやEVステ

ーシ ョンなどの設置を働き掛ける

とともに、環境共生都市であること

を内外に発信する。

ツインシティをPRしています

。また、同じ大神地区に位置する環境事業センターで生じる廃棄物発電の有効利用の

調査を行い、電力をさらに地域で利活用し、脱炭素化を図るスキームを構築してい

く。

・これに力日えて、統合的取組である知的対流の推進の一つとして取 り組む国内でも珍

しい再生可能エネルギーである波力発電の研究開発に産学公で取 り組んでいるこ

とを発信すると

。これらの取組によって、脱炭素経営や研究に関心のある企業とのつながりの創出を

促 し、より多くの産学公の共同研究につなげることで、相乗効果 として、脱炭素社

会における市場の変化に対応 した仕事や技術のタネの創出が促 されることが期待

される。
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(3-2-2)経済⇔社会

(経済→社会 )

KPI(社会面における相乗効果等)

指標

現在 (2020年度): 2024年度

・障がい者や就職氷河期世代、高齢者、ひとり親家庭などのいわゆる就職困難者の

市民を正規雇用 した市内中小企業等に対 して、経費の一部を補助することで、市

民の正規雇用を促進する。

。これに加えて、市内中小企業等に ITツールやシステム導入に関する経費の補助

や、 ITコーディネーター派遣による助言等の支援をすることで、中小企業等の

デジタル化を促進するとともに、統合的取組である知的対流の推進の一つとして

取 り組むスマー ト農業を推進 し、様々な産業でデジタル化を促進 していく。

・このことにより、柔軟な働き方ができる環境の整備が進み、更にダイバーシティ

経営が促進 され、相乗効果として、多様な働き方や考え方を認める社会の進展が

期待される。

(社会→経済 )

KPI(経済面における相乗効果等)

指標

現在 (2020年度):

‐

2024年 :

と連携 して障がい者のテレワークを推進 し、障がい者の就労促進を

図るとともに、担い手不足に悩む農家に射 して、ひきこもりの若者の農業体験を

支援 し、活躍するきつかけをつくる。

・これに加えて、統合的取組である平塚版 SDGs自 分ごと化プロジェク トによ

り、SDGsの 誰一人取 り残さないという理念を広めるとともに、知的対流の推

進の下つとして取 り組むスマー ト農業を推進 し、農業のデジタル化を促進する。

・これらの取組により、障がい者やひきこもりの若者に対する理解を深めるととも

に、農業者に比べてデジタル機器の取 り扱いを得意とするひきこもりの若者の強

みを活かして、成功体験を通 した自立意欲の向上を図ることで、相乗効果として

新規就農につなげることや農福連携の充実が期待される。
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(3-2-3)社会⇔環境

(社会→環境 )

KPI(環境面における相乗効果等)

指標

現在 (2020年度) 2024年度

・働きたい意志をもちながら働きづらさを抱える若者が農業体験に参加することを

通して、適性に応 じて就農を支援するとともに、統合的取組である知的対流の推

進の一つとして取 り組むスマー ト農業を推進することで、スマー トライスセンタ

ーを創出し、若者の活躍とデジタル技術の活用により農作業の受託能力を強化す

る。

。このことにより、稲作の工程を請け負 うことができる農地の面積が増え、農地の

有効活用が進み、耕作放棄地の解消が促進されることで、相乗効果 として、美 し

い景観の維持や不法投棄の抑制が期待される。

(環境→社会 )

KPI(社会面における相乗効果等)

指標 :

現在 (2018年度)

‐

2025年度

・ 学 校 版 ISO「 わ か ば環 境 ISO」 や 「ひ らつ か C02C02(コ ン コツ)プ ラ ン」

を推進 し、多くの環境配慮行動を実行する「環境市民」の育成につなげる。

。これに加えて、統合的取組である「平塚版 SDGs自 分ごと化プロジェク ト」に

よりSDGsの 誰一人取 り残さないという理念を広め、思いや りや支え合いの気

持ちを醸成 していくことで、相乗効果として、食品ロスの削減を通 じた貧困問題

の解決に向けて行動に移す人が増加 し、身近に活動 しているNPO法 人||||
|■■■

への食品の寄贈が増えることが期待される。
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(4)多様なステークホルゲーとの連携

団体・組織名等 モデル事業における位置付け 。役割

■
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‐

‐
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(5)自 律的好循環の具体化に向けた事業の実施

(事業スキーム)

市制施行 90周年を契機にした 「平塚版 SDGs自 分ごと化プロジェク ト」とし

て、市民や市内企業・団体等と連携 して平塚版のSDGs動 画を作成 し、市が実施

するイベン トや市内企業、SNS等 で広く発信することで、SDGsの 達成に向け

た機運・風土を醸成 していく。高まった機運・風土を活かし、SDGsの 目標の達

成や本市の地域課題の解決に向けて、企業・団体等と連携 して取り組むため、 (仮

称)平塚市 SDGs推 進団体登録制度への登録を促す。登録団体をはじめとしたス

テークホルダーと課題解決に向けて議論し、知的対流を巻き起こすことで、新たな

プロジェク トを創出し、地域課題の解決を目指す。

イ平 プロジェイ

相乗効果り

プロジェク ト

参画、提コ

資金の提t

登録制居

参加促挺

SDGs

機運・風

▼

SDGsの 目標の達成

社会面の

課題解決

波力発電関連分野での新産業創出促進、スマート農業の推進、

デジタ
"

ジェクト

ロステークホルダーと課題解決に向けた議論

(仮称)平塚市 SDGs推 進団体登録制度

平嫁版SDGs自分どと化
プロジエクト

"発

信

AH■職電恥屏
発信

囁

"
企業、団体など

卜の

創出

の創出

ノウハウや

に向けた

の醸成
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(将来的な自走に向けた取組)

本事業は、地域の課題解決に向けて、知的対流を活用 し様々な事業を展開するた

め、取り組む事業については、短期的な事業もあれば、長期的な事業も存在する。

短期的に取 り組む事業については、その必要性を踏まえて、行政による初期投資を

行 うこととするが、中長期的に取 り組む事業については、自律的好循環の形成にも

記載 した地域内外の企業等との連携や企業版ふるさと納税等を活用するとともに、

(仮称)平塚市SDGs推 進団体登録制度も活用しながら、協力者を増やしていく

ことで自走可能なプロジェク トとする。

(6)自 治体SDGsモデル事業の普及展開性

(他の地域への普及展開性)

本事業は、担い手不足の解消や脱炭素社会の実現等に向けて、地域資源をしつか

りと生かして、関係者の参画や提案 。資金提供などを促 しながら取 り組むことに加

えて、これらの持続可能性・実現可能性を高める仕組み (プ ラントフオ~ム)を組

み込んでお り、同様の地域特性や課題を抱える地域の課題解決に貢献する可能性が

高く、本市の成功事例を展開することは可能であると考える。

(7)資金スキーム

(総事業費 )

3年間 (2022～ 2024年度)総額 :     千円

(千 円 )

(活用予定の支援施策)

支援施策の名称
活用予定

年度

活用予定額

(千円)

活用予定の取組の概要

経済面の取組 社会面の取組 環境面の取組
三側面をつな

ぐ統合的取組
計

2022年度 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
2023年度 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

2024年度 ‐ ■ ‐ ‐ ‐

計 ‐ ‐ ‐ ‐ ―
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(民間投資等 )

統合的取組の知的赳流の推進の 1つ として取 り組んでいる「波力発電関連分野で

の新産業創出促進事業」が、2021年度に       から地方創生応援税制 (企

業版ふるさと納税)の仕組み等を活用 した寄付対象として選定された。

今後も、統合的取組の推進や地方創生 SDGs官 民連携プラットフォームのマッ

チング支援などにより、企業版ふるさと納税等の活用に努めていく。
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取組名 2022年度 2023とF底 2024年 度

統
合

知的対流の推進

平塚版 SDGs自 分ごと

化プロジェク ト

経
済

①-1 カーボンニュ

ー トラル技術の実証

①-2 就職困難者に

対する正規雇用の促進

①-3 中小企業等の

脱炭素経営の促進

①-4 中小企業等へ

のデジタル化支援

(3)スケジュー)レ
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② -1 障がい者のテ

レワークによる就労機

会の創出

②-2 不登校・ひき

こモ)り の若者に対す

る農作業への支援

社
会

② -3 フー ドバンク

沐R南 による食品ロス対

策 の推進 を通 じた貧困

問題解決に向けた支援

③ -1 電力の地産地

消の推進や再生可能エ

ネルギーの導入促進

③ -2 学校版 ISO
14001「 わかば環境

I SOJの 実践

③-3 地元企業と

連携 したクールチョ

イスの推進

環
境

③-4ツ インシティ大

神地区における環境共

生都市づくり
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2022年度SDGs未来都市全体計画提案概要 (提案様式2)

提案全体のタイトル:みんなでつなぐ、持続可能な未来へ ～子や孫へたしかな平塚を～  提案者名:神奈川県平塚市

全体計画の概要 :

2022年 度は、市制施行90周年の節目に当たるため、この機会を逃すことなく、SDGsの理念を広めることで、支え合いや思いやりの風土を―層醸成し、更なる
市民の力、地域の力を活かしたまちづくりを進めるとともに、現在の潮流であるデジタル化や脱炭素化の進展に合わせ、これまでトレードオフの関係にあつた経
済活動と環境保全を、本市の産業特性を踏まえた工業と農業の変革を通して、トレードオンの関係に転換する。

１
．
将
来
ビ
ジ
ョ
ン

３

推
進
体
制

本市は、首都圏に位置しており、各産業がバランスよく調和しているまちである
が、特に工業と農業は、高い生産力を有している。しかしながら、二酸化炭素排

撒最宗筵蘇科朝暦譲葉亀訓見ど雇ど伝暮建財雀盛手浬身義毎
事者の高齢化や

畿
□【社会

心に、先端技術の導入や生産性の向上

取り組み、

・平塚市Webページ、広報誌、SNS等
での周知

・各種イベントや図書館での周知
・市職員を対象とした研修
・地方創生SDGs官 民連携プラット

フォームを通じた情報発信
・姉妹都市と連携した情報発信
・リトアニア共和国と連携した情報発信

「民間企業と連携した成果報酬型健康教室の
推進」や「環境共生モデル住宅普及パートナー
との連携によるZEHの普及促進」などは、本
市独自の取組であるが、ステークホルダーと
の連携や地域に存在している資源を有効活用
することで、他市町村でも実行できる取組と考
える。したがって、これらの取組のステークホ
ルダーとの連携や地域資源の活用方法は、他
地域の参考になると考えられ、普及展開性は
高いと考えられる。

、市内事業者

電気バスや

しご

レス1ヒ

など

2026年 )

～奏プランⅡ～

。(仮称)平塚市SDGs推進団体登録制度の構築
SDGs達成に向けて、モデル事業を推進するエンジンとして、かつ、統合的取組の持続可能性・実現可能性を高めるため、
マッチング機能を持つたプラットフオーム(仮称)平塚市SDGs推進団体登録制度を構築する。当該制度に登録された企業・
団体などとSDGsの普及啓発に取り組むとともに、それぞれの資源や知見を活かし、お互いがWIN― WINとなるよう登録団
体と本市、または、登録団体間で連携・協力して、地域課題の解決に取り組む。

ステークホルダーとの連携各種計回への反映

２

自
治
体
ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ

の
推
進
に
資
す
る
取
組

情報斃悩る取組

白韓的好籠環の1多成ヘ

向けた制度の構築等

2030年のあるべ書姿の
実現に向けた優先的な

茸―ル・ターゲット



2022年度自治体SDGsモデル事業提案概要 (提案様式3)

自治体SDGsモデル事業名!知的対流を―活用した脱炭素化・デジタル化推進プロジェクト  提案者名:神奈川県平塚市

取組内容の概要 :

経済・環境・社会分野の課題を解′決するために、主に脱炭素化やデジタル化に向けた各種事業を展開するとともに、統合的取組である知的
対流を推進することで、事業の相乗効果を生み出し、工業と農業の変革を通して、これまでトレードオフの関係にあつた経済活動と環境保全
をトレードオンの関係に転換する。

課題…デジタル化や脱炭素化など
の社会

課題…市民総活躍社会の実現

者ヽのテレワークによる就労機会の創出
きこも 支援

による食品ロス対
策の けた支援

園

田И阿

団

０

●

●

の実現

力の地産地消

と連携したクールチヨイ
●ツインシティ大神地区における環境共生都市づくり

田瓢団田□臣圏

社会面から環境面への相乗効果
・耕作放棄地の解消の促進による
景観の維持や不法投葉の抑制

環境面から社会面への相乗効果
・思いやりの心の醸成による食品ロスの
削減を通じた支援の促進

∞

124i

h宇や市

経済面から社会画への相乗効果
・多様な働き方や考え方を認める

社会の進展

社会面から経済面への相乗効果
・担い手の増加

三側面の相乗効果を発揮するための仕組み

,知的対流の推進
・市制施行90周年事業

「平塚版SDGs自分ごと化プロジエクト」

産業における二酸化炭素排出量
経済面から環境画への相

環境画から経済面への相乗効果
・脱炭素社会に対応した仕事や技
術のタネの創出
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